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個人情報開示等お申込手続のご案内 
 

 

 

 

 

１． どのような申し込みができるのですか 

２． 手続きの基本的な流れはどのようになっていますか 

３． 問合せ窓口はどこですか 

４． 申込書類はどこに提出しますか 

５． 申し込みの際に本人確認を行いますか 

６． 手数料は必要ですか 

７． 開示する個人情報はなんですか 

８． 個人情報の訂正や追加、削除もできますか 

９． 個人情報の利用の停止、消去、あるいは第三者への提供の停止もできますか 

１０． 回答方法はどうなりますか 

１１． 代理人から申し込みができますか 

１２． 個人情報の利用目的を通知してもらえますか 
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1. どのような申し込みができるのですか 

(1) 当社が個人情報保護法所定のデータベースの中に保有しているお客様ご自身の個

人情報についてお申し込みできます。 

(2) お申込できる種類は以下の①から④（①から④をまとめて以下「開示等」といい

ます）のとおりとなります。 

①「開示」 

②「訂正・追加・削除」 

③「利用の停止・消去・第三者への提供の停止」 

④「利用目的の通知」 

(3) 上記(２)のお申し込みのうち、①、④については当社所定の手数料を頂きますので

ご理解のほどお願い申し上げます。 

2. 手続きの基本的な流れはどのようになっていますか 

(1) 当社のお問合せ窓口に「個人情報開示等のお申込書」をご請求ください。その際

は、個人情報保護法に基づいた申し込みである旨をお知らせください。 

(2) 「個人情報開示等のお申込書」に必要事項を記入していただき、当社へご郵送く

ださい。（所定の方法で本人確認を行います。） 

(3) ご提出いただきました「個人情報開示等のお申込書」の内容に基づき、当社で必

要な調査を行い、個人情報保護法に基づく回答書を作成いたします。 

(4) この回答書の作成には一定の期間が必要になります。 

(5) 回答書は原則、配達記録が残る方法で郵送いたします。 

3. 問合せ窓口はどこですか 

日興アセットマネジメント 

お問合せ窓口 ： TEL 03-6447-6222 

4. 申込書類はどこに提出しますか 

（郵送先） 〒107-6242 

東京都港区赤坂 9-7-1 ミッドタウン・タワー 日興アセットマネジメント㈱ 

お問合せ窓口（個人情報） 

5. 申し込みの際に本人確認を行いますか 

(1) 直接販売の取引口座（以下、取引口座といいます）をお持ちのお客様 

「個人情報開示等のお申込書」にご記入いただいた口座番号、住所、氏名、

性別、電話番号、生年月日ならびにお届け印が当社に登録された内容と一致

することを確認いたします。なお、その際には、犯罪収益移転防止法の手続

に準じて本人確認書類で本人であることも確認いたしますので、下記の本人

確認書類を「個人情報開示等のお申込書」と同時にご提出ください。本人確

認書類は次の通りです。 

●運転免許証 ●健康保険の被保険者証 ●個人番号カード表面 ●パスポート 
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●在留カード ●特別永住者証明書（旧外国人登録証明書）●年金手帳 ●＊印鑑証明書

と実印 

上記＊印書類は発行から 6 ヶ月以内の原本を、＊印以外の書類は有効期限内のコピーをご
利用ください。運転免許証の裏面に、ご住所の訂正が記入されている場合には、裏面のコ
ピーもご提出ください。 
上記本人確認書類をお持ちでない場合は、別途お問い合わせください。 

 

(2) 当社と投資顧問に係る契約のあるお客様または当社に登録を申し出た受益者様等 

「個人情報開示等のお申込書」にご記入いただいた住所、氏名ならびにお届

け印が当社に登録された内容と一致することを確認いたします。なお、その

際には、犯罪収益移転防止法の手続に準じて本人確認書類で本人であること

も確認いたしますので、下記の本人確認書類を「個人情報開示等のお申込書」

と同時にご提出ください。本人確認書類は次の通りです。 

●運転免許証 ●健康保険の被保険者証 ●個人番号カード表面 ●パスポート 

●在留カード ●特別永住者証明書（旧外国人登録証明書）●年金手帳 ●＊印鑑証明書

と実印 

上記＊印書類は発行から 6 ヶ月以内の原本を、＊印以外の書類は有効期限内のコピーをご
利用ください。運転免許証の裏面に、ご住所の訂正が記入されている場合には、裏面のコ
ピーもご提出ください。 
上記本人確認書類をお持ちでない場合は、別途お問い合わせください。 
 

 

(3) (1)、(2)以外のお客様 

「個人情報開示等のお申込書」に、氏名・住所等必要事項をご記入の上、実

印を押印いただき、発行後6ヶ月以内の印鑑証明書を同時にご提出ください。 

 

6. 手数料は必要ですか 

(1) 利用目的の通知、および開示の申し込みには、回答書 1 通につき 1,000 円（税込）

が必要です。 

(2) 回答書を代金引換で郵送しますので、回答書を受け取るのと引き換えに手数料を

お支払いください。 

7. 開示する個人情報はなんですか 

当社が個人情報保護法所定のデータベースの中に保有している以下のお客様の個人情

報について開示いたします。ただし、個人情報保護法所定の非開示要件が認められる場

合には、その全部または一部を開示しない場合があります。その場合にも回答書をお送

りいたします。 

(1) お客様に関する情報（例 : 氏名、生年月日、性別、住所、電話番号など） 

(2) お客様が当社と行われているお取引の内容に関する情報 

従来行われている取引内容の明細書や残高証明書あるいはお客様の口座元帳の写しの発行

などは、必ずしも個人情報保護法に基づくお申し込みをいただく必要はありません。 

8. 個人情報の訂正や追加、削除もできますか 
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当社が個人情報保護法所定のデータベースの中に保有しているお客様の個人情報につ

いて、お客様から訂正や追加、削除（以下「訂正等」といいます。）のお申し込みをい

ただき、お客様の個人情報が誤りあるいは変更により事実でないことが明らかになった

場合には、訂正等を行います。このお申し込みの際には、「個人情報開示等のお申込書」

にお客様の個人情報の誤りや変更、正しい事実等についてご記入いただき、その裏付け

となる資料をご提出いただく必要があります。ただし、個人情報保護法所定の要件を充

たす場合には、全部または一部の訂正等をしないことがあります。その場合にも回答書

をお送りいたします。 

従来行われている氏名や住所あるいは電話番号の変更などは、必ずしも個人情報保護法に基

づくお申込みをいただく必要はありません。 

9. 個人情報の利用の停止、消去、あるいは第三者への提供の停止もできますか 

当社が個人情報保護法所定のデータベースの中に保有しているお客様の個人情報につ

いて、当社が利用目的の達成に必要な範囲を超えて利用している場合または適正でない

手段により取得している場合には利用の停止または消去を、要件を欠く第三者提供をし

ている場合には第三者提供の停止を、それぞれ申し込むことができます。そのお申し込

みに理由があることが明らかになった場合には、利用の停止、消去あるいは第三者提供

の停止（以下「利用停止等」といいます。）を行います。このお申し込みの際には、「個

人情報開示等のお申込書」に当社の取扱いの問題点を具体的にご記入いただく必要があ

ります。ただし、個人情報保護法所定の要件を充たす場合には、全部または一部の利用

停止等をしないことがあります。その場合にも回答書をお送りいたします。 

なお、お客様がダイレクト・マーケティングの中止をご希望される場合には、理由の有

無に関らずそれ以降の利用・提供を中止いたします。上記 3．のお問合せ窓口までご連

絡ください。 

10. 回答方法はどうなりますか 

(1) 当社所定の回答書を、取引口座をお持ちのお客様には登録された住所へ、取引口

座をお持ちでないお客様には本人確認により確認された住所へ、配達記録の残る

方法で郵送いたします。 

(2) 回答書は原則 1 通とさせていただきます。 

(3) お申込みから回答書の発送までは一定の期間が必要となります。 

(4) 回答書の内容等についてのお問合せ先は、取扱い窓口にお願いいたします。 

11. 代理人から申し込みができますか 

本人の代わりに法定代理人または任意代理人を通してのお申し込みができます。 

(1) 代理人によるお申し込みの場合には、犯罪収益移転防止法の手続に準じて代理人

の本人確認をさせていただきます。また代理人には実印の押印と印鑑証明書の添

付をお願いいたします。 

(2) 法定代理人には、法令の規定が求める本人との一定の関係を裏付ける戸籍謄本等
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の資料をご提出いただきます。 

(3) 任意代理人には、当社所定の委任状用紙に本人および代理人の実印を押印して印

鑑証明書を添付して（ただし、本人または代理人が取引口座をお持ちのお客様で

あるときは、当社届出印を押印して）ご提出いただきます。 

(4) 回答書をお送りする場合は、本人住所宛てに配達記録の残る方法で郵送いたしま

す。ただし、法定代理人から申し入れがあれば、法定代理人の住所宛てに配達記

録の残る方法にて郵送いたします。 

・法定代理人とは・・・法令により代理人となる者が定められている場合をいいます 

・任意代理人とは・・・法定代理人以外の代理人をいいます 

12. 個人情報の利用目的を通知してもらえますか 

当社が個人情報保護法所定のデータベースの中に保有しているお客様ご自身の個人情

報について、利用目的の通知を申し込むことができます。 

当社における個人情報の利用目的などを記載した「個人情報の保護に関する基本方針」は、

当社ホームページに掲載しております。 

 


